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代表取締役社長 衣川 和秀 

貸 借 対 照 表 
2022年３月31日現在 

 （単位：百万円）

科   目 金  額 科   目 金  額 

（資産の部） （負債の部） 

流動資産 2,264,748 流動負債 1,571,159

現金及び預金 1,982,030 営業未払金 51,789

営業未収入金 199,896 未払金 205,487

契約資産 8,471 生命保険代理業務未決済金 1,583

棚卸資産 31,484 未払費用 37,995

前払費用 2,877 未払法人税等 18,779

未収入金 3,071 未払消費税等 18,993

銀行代理業務未決済金 17,988 契約負債 44,861

その他 19,439 預り金 218,670

貸倒引当金 △509 郵便局資金預り金 860,000

固定資産 2,334,775 賞与引当金 104,497

有形固定資産 2,221,688 その他 8,502

建物 787,535 固定負債 2,294,341

構築物 27,719 退職給付引当金 2,122,576

機械及び装置 18,651 役員株式給付引当金 227

車両運搬具 6,568 関係会社事業損失引当金 100,467

工具、器具及び備品 18,057 店舗建替等損失引当金 197

土地 1,214,833 繰延税金負債 932

建設仮勘定 148,322 その他 69,939

無形固定資産 39,353 負債合計 3,865,500

借地権 1,656 （純資産の部） 

容積利用権 14,077 株主資本 733,995

ソフトウエア 13,630 資本金 400,000

その他 9,989 資本剰余金 142,510

投資その他の資産 73,733 資本準備金 142,510

投資有価証券 1,332 利益剰余金 191,484

関係会社株式 57,151 その他利益剰余金 191,484

破産更生債権等 3,437 特別償却準備金 1,272

長期前払費用 7,905 固定資産圧縮積立金 2,063

その他 7,343 繰越利益剰余金 188,148

貸倒引当金 △3,436 評価・換算差額等 28

その他有価証券評価差額金 28

純資産合計 734,023

資産合計 4,599,523 負債及び純資産合計 4,599,523



損 益 計 算 書 

(自 2021年４月１日至 2022年３月31日) 
 （単位：百万円）

科     目 金     額 

営業収益 

郵便業務等収益 1,983,612

銀行代理業務手数料 354,374

生命保険代理業務手数料 190,263

郵便局ネットワーク維持交付金 290,991

その他の営業収益 66,724 2,885,966

営業原価 2,580,590

営業総利益 305,375

販売費及び一般管理費 187,002

営業利益 118,373

営業外収益 

受取配当金 1,828

受取手数料 952

助成金収入 711

受取損害賠償金 1,254

その他 1,386 6,133

営業外費用 

支払利息 522

貸倒引当金繰入額 1,384

その他 706 2,614

経常利益 121,892

特別利益 

固定資産売却益 7,033

移転補償金 1,185

その他 19 8,237

特別損失 

固定資産売却損 109

固定資産除却損 1,378

減損損失 3,622

投資有価証券評価損 834

関係会社事業損失引当金繰入額 1,258

その他 61 7,265

税引前当期純利益 122,864

法人税、住民税及び事業税 32,337 32,337

当期純利益 90,526



 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

（重要な会計方針に関する注記） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっております。 

(2) その他有価証券 

   市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法、投資事業有限責任組合への出資持分については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方式

によっております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 販売用不動産及び仕掛不動産 

 個別法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 

(2) その他の棚卸資産 

 主として移動平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっておりま

す。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 時価法によっております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物 ：２年～50年 

その他 ：２年～75年 

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、当社における利用可能期間（主として５年）に基づ

いて償却しております。 

(3) 長期前払費用 

 均等償却によっております。 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認められた額、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は次

のとおりであります。 



① 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。 

② 過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法 

過去勤務費用 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）によ

る定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異 各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。 

(4) 役員株式給付引当金 

 役員株式給付引当金は、当社が定める規程に基づき、執行役員等に対する当社親会社株式等の給

付に備えるため、株式給付債務の見込額に基づき計上しております。 

(5) 関係会社事業損失引当金 

 関係会社事業損失引当金は、関係会社の事業の損失に備えるため、債務保証額を含め関係会社に

対する投資額を超えて当社が負担することになる損失見込額を計上しております。 

(6) 店舗建替等損失引当金 

 店舗建替等損失引当金は、不動産開発事業に伴う店舗の建替え等に際して発生する損失に備える

ため、当事業年度末における損失見込額を計上しております。具体的には、既存建物の帳簿価額に

係る損失見込額及び撤去費用見積額を計上しております。 

６．収益及び費用の計上基準 

当社は、郵便サービスを全国一律の料金であまねく公平に提供しているほか、物流サービスとして

宅配便(ゆうパック等)及びメール便(ゆうメール等)の運送業務を提供しております。郵便業務等収益

のうち郵便、荷物に係る収益については、引受から配達完了までの一定期間にわたり履行義務が充足

されるため、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に応じて収益を認識しております。 

また、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険からの受託業務手数料収入は、各社との

契約に基づき、取扱事務量等を勘案し、手数料を決定しており、約束した財又はサービスの支配が顧

客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること

としております。 

７．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

８．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。 

(2) 連結納税制度の適用 

 日本郵政株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しております。 

(3) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

 当社は、「所得税法等の一部を改正する法律(令和２年法律第８号)」において創設されたグルー

プ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項

目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取

扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰

延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 



（貸借対照表に関する注記） 

１．棚卸資産の内訳 

仕掛不動産 23,195百万円

商品 2,056百万円

仕掛品 8百万円

貯蔵品 6,222百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,242,903百万円

３．有形固定資産の圧縮記帳額 78,042百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 6,480百万円

長期金銭債権 86百万円

短期金銭債務 48,074百万円

長期金銭債務 171百万円

５．担保資産 

日本銀行歳入復代理店事務のため担保に供している資産 

現金及び預金 15,190百万円

６．偶発債務 

(1) 一部の借入郵便局局舎の賃貸借契約については、当社がその全部又は一部を解約した場合におい

て、貸主から解約補償を求めることができる旨を契約書に記載しております。解約補償額は、貸主

が郵便局局舎に対して投資した総額のうち、解約時における未回収投資額を基礎に算出することと

しておりますが、2022年３月31日現在、発生する可能性のある解約補償額は61,334百万円です。 

 なお、当社の都合により解約した場合であっても、局舎を他用途へ転用する等のときは補償額を

減額することから、全額が補償対象とはなりません。 

(2) 当社子会社のToll Finance Pty Ltd、Toll Holdings Limited及びToll Global Forwarding 

Cooperatief UAの借入金等、JP楽天ロジスティクス株式会社のリース債務に対して、次のとおり保

証を行っております。 

借入金等 

Toll Finance Pty Ltd 272,448百万円

Toll Holdings Limited 15,301百万円

Toll Global Forwarding 
Cooperatief UA 

4,728百万円

その他 4,770百万円

 債務保証総額 297,248百万円

関係会社事業損失引当金 100,467百万円

 差 引 196,780百万円

リース債務 

JP楽天ロジスティクス株式会社 10,224百万円

（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、税務上の繰越欠損金、関係会社株式評価損、

賞与引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、特別償却準備金であります。 



（関連当事者との取引に関する注記） 

１．子会社及び関連会社等 

属 性 
会社等 
の名称 

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
（注） 

取引金額 
（百万円）

科 目 
当事業 

年度末残高
（百万円）

子会社 
Toll Finance 
Pty Ltd 

所有 
間接100％

債務保証 債務保証 272,448 ― ― 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社子会社のToll Finance Pty Ltdの銀行借入（272,448百万円）につき、債務保証を行ったも

のであります。 

保証料は市場利率を勘案し、交渉の上、決定しております。 

２．兄弟会社等 

属 性 
会社等 
の名称 

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 

取引の内容 
（注１） 

取引金額 
（百万円）

科 目 
（注１） 

当事業 
年度末残高
（百万円）

親会社の
子会社 

株式会社
ゆうちょ
銀行 

― 
業務受託 
役員の兼任

受託業務に係る
手数料収入 

354,374 営業未収入金 33,286

受託業務に係る
資金の受払 

854,136

郵便局資金預り金 810,000

銀行代理業務未決
済金 

17,988

親会社の
子会社 

株式会社
かんぽ生
命保険 

― 
業務受託 
役員の兼任

受託業務に係る
手数料収入 

190,263 営業未収入金 4,295

受託業務に係る
資金の受払 

50,000

郵便局資金預り金 50,000

生命保険代理業務
未決済金 

1,583

（注１）取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受託業務手数料収入は、各社との契約に基づき、取扱事務量等を勘案し、手数料を決定してお

ります。 

(2) 郵便局資金預り金は、各社との契約に基づき、貯金、保険金等の払渡しを行うために必要とな

る資金を前受けしているものです。取引金額については、平均残高を記載しております。 

(3) 受託業務未決済金は、受託業務に伴い発生する郵便局窓口資金の受払について、各社と資金決

済を行っております。取引金額については、取引日の原則２日後に決済を行っており、金額が多

額であることから記載しておりません。 

（注２）上記のほか、「独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法（平

成17年法律第101号）」に基づき、郵便局ネットワークの維持に要する基礎的費用は、当社が負

担すべき額を除き、金融２社からの拠出金を原資として独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管

理・郵便局ネットワーク支援機構（以下、「郵政管理・支援機構」といいます。）から当社に交

付される交付金で賄われることとなっております。当事業年度に当社が郵政管理・支援機構から

交付を受けた交付金の額は290,991百万円であります。 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 73,402円33銭

１株当たり当期純利益 9,052円70銭

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 


